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【用語の定義】 

 

用語 定義 

事業者 市と事業契約を締結し本事業を実施する民間事業者をいう。 

空調設備 冷暖房設備のことをいい、室内機、室外機及び配管、並びに本事業におい

て整備される一切の設備のことをいう。 

対象校 空調設備を設置する小中学校27校をいう。 

DBO 方式 市が資金調達を行い、事業者が設計業務、施工業務を行った後、事業期間

中における維持管理業務を行う方式をいう 。 

応募者 本事業の入札に参加するグループのことをいう。 

構成企業 本事業を実施するにあたり構成されるグループの各事業者のことをいう。 
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 本書の位置づけ本書の位置づけ本書の位置づけ本書の位置づけ 1. 

廿日市市立小中学校空調設備整備事業入札説明書（以下「入札説明書」という。）は、廿日市市

（以下、「市」という。）が実施する「廿日市市立小中学校空調設備整備事業」（以下「本事業」と

いう。）に対して、平成 30 年 10 月 19 日に公告した総合評価一般競争入札（以下「入札」という。）

についての説明書である。 

入札説明書と共に公告する以下の資料は、入札説明書と一体のものとする。（以下「入札説明書

等」という。） 

 

要求水準書 

落札者決定基準 

様式集 

 

基本的な考え方は実施方針（平成 30 年 8 月 10 日公表）と同様である。また、本事業の条件等

について、実施方針に関する意見を踏まえて、入札説明書等を作成しているため、応募者は上記

のことに留意し、入札等に必要な書類を作成し、提出すること。 

なお、入札説明書等と、実施方針に相違がある場合は、入札説明書等の規定が優先されるもの

とする。入札説明書等に記載がない事項については、実施方針によることとする。 
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 事業概要事業概要事業概要事業概要 2. 

2.1.  事業名事業名事業名事業名 

廿日市市立小中学校空調設備整備事業 

 

2.2.  公共施設の管理者の名称公共施設の管理者の名称公共施設の管理者の名称公共施設の管理者の名称 

廿日市市長 眞野 勝弘 

 

2.3.  事業の目的事業の目的事業の目的事業の目的 

本事業は、廿日市市立小中学校における学校教育環境向上の一環として、小中学校 27 校（以下、

「対象校」という。）の普通教室等及び学校給食調理室に空調設備を整備することにより、児童生

徒たちに望ましい学習環境を提供すること、また、民間事業者のノウハウを活用し、本事業を効

率的かつ効果的に実施することで、短期間での一斉導入を実現するとともに、市の財政負担の縮

減、維持管理の効率化を図ることを目的としている。 

 

2.4.  事業の概要事業の概要事業の概要事業の概要 

2.4.1.  施設概要施設概要施設概要施設概要 

(1)  設置教室数設置教室数設置教室数設置教室数 

小中学校 27 校 430 室程度 

(2)  事業方式事業方式事業方式事業方式 

本事業の事業方式は、本事業を実施する事業者が、空調設備の設計業務、施工業務を行った

後、速やかに市に引渡し、事業期間を通じて事業者が維持管理業務を行う DBO 方式とする。 

 

2.4.2.  事業期間事業期間事業期間事業期間 

本事業の事業期間は、事業契約締結日から平成 45 年 3 月 31 日までとする。 

事業契約締結：平成 31 年 3 月 

設計・施工期間：事業契約締結日 ～ 平成 32 年 3 月 31 日（約 1 年間） 

維持管理期間：平成 32 年 4 月 1 日 ～ 平成 45 年 3 月 31 日（13 年間）  

 

2.4.3.  事業の範囲事業の範囲事業の範囲事業の範囲 

事業者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。なお、具体的な業務の内容及びその他詳細

については、要求水準書に示す。 

ア 設計業務 

・ 空調設備の設計業務 

・ その他、付随する業務 

イ 施工業務 

・ 空調設備の施工業務 

・ その他、付随する業務 

ウ 維持管理業務 

・ 空調設備の維持管理業務 

・ その他、付随する業務 
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エ 移設等業務（市負担） 

本事業において整備した空調設備の移設、廃棄等（以下「移設等」という。）が必要とな

った場合の移設等業務。 

 

2.4.4.  支払い条件支払い条件支払い条件支払い条件 

本事業における各業務の対価の支払いは、以下のとおりである。 

ア 市は、事業者が実施する設計・施工に係る対価について、事業契約に基づきあらかじめ

定める額を、業務完了後に事業者に支払う。 

ただし、施工業務に係る費用については、各会計年度の出来形予定額（130 万円以上であ

る場合に限る）の 10 分の 4 以内（最高限度額 1 億円）の前払金の支払を市に請求するこ

とができる。なお、事業者は保証事業会社と、工事完成の時期を保証期間とする公共工

事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 2 条第 2 項に規定する保

証契約を締結し、その保証証書を市に寄託して、前記の前払金を請求するものとする。 

イ 市は、事業者が実施する維持管理業務の対価について、事業契約に基づきあらかじめ定

める額を、維持管理期間中に年 2 回に平準化して事業者に支払う。 

 

2.4.5.  事業期間終了時の措置事業期間終了時の措置事業期間終了時の措置事業期間終了時の措置 

事業者は、維持管理期間中の業務を適切に行い、事業期間終了時に、事業契約に定める空調設

備の性能（以下、「性能基準」という。）を満たす状態とすること。 

なお、性能基準は、市が示す要求水準に加えて、事業者の提案内容に基づくものとする。 

 

2.4.6.  法令等の遵守法令等の遵守法令等の遵守法令等の遵守 

事業者は、本事業の実施にあたり、関連する最新の法令等を参照し、遵守すること。 
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 事業者の募集及び選定に関する事項事業者の募集及び選定に関する事項事業者の募集及び選定に関する事項事業者の募集及び選定に関する事項 3. 

3.1.  事業者の募集及び選定の手順事業者の募集及び選定の手順事業者の募集及び選定の手順事業者の募集及び選定の手順 

3.1.1.  事業者の募集・選定スケジュール事業者の募集・選定スケジュール事業者の募集・選定スケジュール事業者の募集・選定スケジュール 

事業者の募集・選定スケジュールは、次のとおりとする。 

表 3-1 事業者の募集・選定スケジュール 

日 程 内 容 

平成 30 年 10 月 19 日（金） 入札公告及び入札説明書等の公表 

平成 30 年 11 月 2 日（金） 入札説明書等に関する質問受付締切 

平成 30 年 11 月 14 日（水） 入札説明書等に関する質問に対する回答公表 

平成 30 年 11 月 22 日（木） 入札参加資格審査書類の受付締切 

平成 30 年 11 月 29 日（木） 入札参加資格審査結果の通知 

平成 30 年 12 月 27 日（木） 入札及び提案書の受付締切 

平成 31 年 1 月下旬 提案書に関する事業者ヒアリング 

平成 31 年 2 月初旬 落札者の決定及び公表 

平成 31 年 2 月中旬 事業仮契約締結 

平成 31 年 3 月下旬 事業契約締結 

 

3.1.2.  入札参加申込等入札参加申込等入札参加申込等入札参加申込等 

(1)  入札説明書等に関する事項入札説明書等に関する事項入札説明書等に関する事項入札説明書等に関する事項 

ア 入札説明書等の配布 

入札説明書等は、適宜、市のホームページに掲載し、公表する。 

イ 参考書類の貸出し 

市は、応募者に対し、提案書作成に関する参考書類をDVD-Rにより直接希望者に貸与する。 

なお、具体的な参考書類の内容及び貸与場所については、別紙 3 を参照すること。 

(2)  現地見学会現地見学会現地見学会現地見学会の開催の開催の開催の開催 

市は、応募者に対して現地見学会を開催する。現地見学会に関する詳細な内容については、別

紙 2 を参照すること。 

(3)  入札説明書等に関する質問及び回答入札説明書等に関する質問及び回答入札説明書等に関する質問及び回答入札説明書等に関する質問及び回答 

入札説明書等の内容に関して、質問の受付及び回答は次のとおりとする。 

ア 受付期間：平成 30 年 10 月 22 日（月）～平成 30 年 11 月 2 日（金）15 時まで 

イ 受付方法：「入札説明書等に関する質問書（様式 2-1）」に質問事項を入力し、ファイル名 

     を質問者の商号又は名称に変更のうえ、電子メール（ファイル添付）にて提出 

すること。なお、電子メールの件名は「入札説明書等に関する質問書」と記載 

すること。（ファイル形式は Microsoft Excel とする。） 

ウ 提 出 先：「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

エ 回 答：質問に関する回答は、平成 30 年 11 月 14 日（水）17 時までに市のホームペー 

         ジに掲載し、公表する。なお、質問に対する回答は、入札説明書等の追加又は 

         修正事項とする。 

(4)  入札参加申込入札参加申込入札参加申込入札参加申込 

応募者は、次に掲げる書類（以下「入札参加資格確認申請書類」という。）を提出し、入札

参加資格の審査を受けなければならない。 



 
 

- 5 - 

ア 入札参加資格確認申請に関する提出書類（様式 3-1 から 3-10 まで） 

イ 入札参加資格確認通知書(以下｢確認通知書｣という。)の返信用封筒(返信先を記載し 512 円

分の切手を貼った長形 3 号封筒) 

(5)  入札参加申込の期間、場所及び方法入札参加申込の期間、場所及び方法入札参加申込の期間、場所及び方法入札参加申込の期間、場所及び方法 

ア 申込期間：平成 30 年 11 月 15 日（木）～平成 30 年 11 月 22 日（木）15 時まで 

（土、日は除く） 

イ 申込場所：「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

ウ 申込方法：入札参加申込に係る入札参加資格確認申請書類は、申込場所へ持参すること。 

郵便、信書便、電子メール等による提出は受け付けない。 

 

3.2.  入札参加資格の審査入札参加資格の審査入札参加資格の審査入札参加資格の審査 

市は、応募者の入札参加資格の審査を行い、その結果を、入札参加資格確認申請書類を提出し

た者に、平成 30 年 11 月 29 日（木）までに確認通知書により通知する。 

 

3.2.1.  入札参加資格がないと認めた理由の説明要求入札参加資格がないと認めた理由の説明要求入札参加資格がないと認めた理由の説明要求入札参加資格がないと認めた理由の説明要求 

参加希望者のうち入札参加資格がないとされた者は、入札参加資格がないとされた理由につい

て、書面により次のとおり説明を求めることができる。 

(1)  提出日時提出日時提出日時提出日時 

平成 30 年 12 月 4 日（火）15 時まで（土、日は除く） 

(2)  提出場所提出場所提出場所提出場所 

「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

(3)  提出方法提出方法提出方法提出方法 

「入札参加資格がないと認めた理由の説明要求書（様式 3-11）」に必要な事項を記入し、提

出場所へ持参すること。郵便、信書便、電子メール等による提出は受け付けない。 

(4)  回答回答回答回答 

平成 30 年 12 月 7 日（金）を予定している。 

 

3.2.2.  入札参加者の構成入札参加者の構成入札参加者の構成入札参加者の構成企業企業企業企業の変更等の変更等の変更等の変更等 

確認通知書の通知後、応募者の構成企業の変更及び追加は原則として認めない。ただし、市と

協議のうえ、市が構成企業の変更及び追加を認めた場合は、その限りではない。応募者は市より

構成企業の変更及び追加を認められた場合、「構成企業の変更申請書兼誓約書（様式 3-12）」に必

要な事項を記入し、提出場所へ持参すること。郵便、信書便、電子メール等による提出は受け付

けない。 

 

3.2.3.  入札参加資格の確認通知以後の取扱い入札参加資格の確認通知以後の取扱い入札参加資格の確認通知以後の取扱い入札参加資格の確認通知以後の取扱い 

入札参加資格を有するとの通知を受けた応募者の構成企業が、入札日までに「4.1.2.構成企業に

必要な入札参加資格要件」に定める参加資格のいずれかひとつでも満たさない場合（以下「指名

停止等を受けた場合」という。）は、入札に参加することはできない。ただし、応募者の代表企業

以外の者が入札参加資格要件を欠くような事態が生じた場合には、市と協議のうえ、市が当該構

成企業の除外又は変更を認めた場合に限り、引き続き有効とする。 
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3.2.4.  その他その他その他その他 

ア 入札参加資格確認申請書類の作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とする。 

イ 市は、提出された入札参加資格確認申請書類を入札参加資格の審査以外の目的で応募者に

無断で使用しない。 

ウ 市は、提出された入札参加資格確認申請書類は返却しない。 

 

3.3.  入札入札入札入札書書書書類類類類及び及び及び及び事業事業事業事業提案書提案書提案書提案書等等等等の受付の受付の受付の受付 

応募者は、入札書類及び事業提案書等を以下により市に提出すること。また、入札価格に関

する提出書類については、入札価格の確認時に持参すること。入札書類及び事業提案書等の作

成方法については、様式集に従うこと。作成及び提出に係る費用は、応募者の負担とする。 

なお、応募者から提出された入札書類及び事業提案書等に疑義がある場合には、応募者に対

して内容の確認及び追加資料の提出等を求める場合があるほか、応募者に対して個別ヒアリン

グを行って確認する場合がある。また、応募者への確認結果及びヒアリングにおける回答内容

等は、事業提案書等における提案内容と同様の扱いとし、本事業の契約上の拘束力を有するも

のとして扱う。 

 

3.3.1.  事業提案書等の提出方法事業提案書等の提出方法事業提案書等の提出方法事業提案書等の提出方法 

ア 提出期限：平成 30 年 12 月 27 日（木）12 時まで（土日、祝日は除く） 

イ 提出場所：「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

ウ 提出方法：様式集に定める部数を用意し、提出場所へ持参すること。郵便、信書便、電子 

         メール等による提出は受け付けない。なお、提出に当たっては確認通知書（原 

本）を提示すること。 

 

3.3.2.  入札価格の確認入札価格の確認入札価格の確認入札価格の確認 

入札書の入札価格の確認は、事業提案書等の提出時に、応募者又はその代理人の立会のうえ、

行うものとする。なお、当該入札では、応募者の入札価格が予定価格を超えていないことを確

認し、予定価格を超えている場合は、その応募者は失格とする。この際に、入札価格の確認の

場で応募者の入札価格の公表は行わない。 

 

3.3.3.  入札にあたっての留意事項入札にあたっての留意事項入札にあたっての留意事項入札にあたっての留意事項 

ア 一般的留意事項 

� 入札価格に関する提出書類（様式5-1から5-4まで）は、封筒に入れ密封し、入札価格の

確認場所に持参すること。 

� 入札価格の確認時刻に遅れたときは、入札に参加できない。 

� 入札には身分を証明できるものを携帯のうえ、代表企業のみが参加すること。なお、代

理人の場合には、「委任状（代理人）」（様式5-5）を併せて持参すること。 

� 応募者が1者の場合でも入札を実施する。 

� 入札にあたっては、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律

第54号）」に違反する行為を行ってはならない。なお後日、不正な行為が判明した場合

には、契約の解除等の措置をとる。 
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イ 入札無効に関する事項 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

� 入札参加表明書等に記載された代表企業の代表者以外の者が行った入札 

� 参加資格のない者又は確認通知書を受理しなかった者の入札 

� 委任状が提出されていない代理人の入札 

� 2人以上の者が同一の者の代理をした入札 

� 応募者が他の応募者の代理をした入札 

� 談合が行われた入札 

� 記名押印を欠いた入札 

� 様式5-1から5-4までの書類が同封されていない入札 

� 入札金額を訂正した入札 

� 入札金額又は事業名を欠いた、又は確認しがたい入札 

� 誤字又は脱字により意思表示が不明確な入札 

� 郵便、信書便、電子メール等による入札 

� その他入札に関する条件に違反した、又は執行者の指示に従わなかった者の入札 

 

3.3.4.  予定価格予定価格予定価格予定価格 

予定価格は以下のとおりとする。算定根拠は公表しない。また、最低制限価格は設定しない。 

1,458,200,000 円（消費税及び地方消費税を含む。） 

参考価格（設計 49,200千円、施工 1,160,000千円、維持管理 249,000千円） 

 

3.3.5.  入札の辞退に関する事項入札の辞退に関する事項入札の辞退に関する事項入札の辞退に関する事項 

確認通知書の通知後、応募者が入札を辞退する場合は、「入札辞退届（様式 4-5）」を入札日時

までに提出すること。 

(1)  提出提出提出提出場所場所場所場所 

「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

(2)  提出方法提出方法提出方法提出方法 

提出場所へ持参すること。郵便、信書便、電子メール等による提出は受け付けない。 

 

3.3.6.  入札保証金及び契約保証金入札保証金及び契約保証金入札保証金及び契約保証金入札保証金及び契約保証金 

ア 入札保証金 

免除 

イ 契約保証金 

契約保証金は、廿日市市契約規則（昭和 63 年規則第 15 号）第 31 条（契約保証金の納付）、

第 32 条（契約保証金の免除）、第 32 条の 2 （契約保証金に代わる担保等）及び第 33 条（契

約保証金の還付）の規定を適用する。なお、原則、仮契約締結時までに納付または納付に代わ

る手続きを実施すること。 

契約保証金の取扱いについては、契約書（案）に示す。 
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 応募に関する条件等応募に関する条件等応募に関する条件等応募に関する条件等 4. 

4.1.  応募者の参加資格要件応募者の参加資格要件応募者の参加資格要件応募者の参加資格要件 

4.1.1.  応募者の構成等応募者の構成等応募者の構成等応募者の構成等 

ア 応募者の構成等は、次のとおりとする。応募者は、空調設備の設計業務を行う企業、空調

設備の施工業務を行う企業及び空調設備の維持管理業務を行う企業により構成されるグル

ープとする。 

イ 応募者の構成企業は、他の応募者の構成企業になることはできない。ただし、市が事業者

との事業契約を締結後、選定されなかった応募者の構成企業が、事業者の業務等を支援及

び協力することは可能とする。 

ウ 応募者の構成企業は、受託した又は請け負った業務の一部について、第三者に委託、又は

下請負人を使用することができるが、その際は、当該委託又は請負にかかる契約を締結す

る前に市に通知し、承諾を得るものとする。 

エ 応募者は、入札への応募手続や落札者となった場合の契約事務を含め、市との調整・協議

等における役割を担うほか、本事業に係る応募グループ内の全ての調整等の責任を負う代

表企業を定めることとする。 

 

4.1.2.  構成企業に必要な入札参加資格要件構成企業に必要な入札参加資格要件構成企業に必要な入札参加資格要件構成企業に必要な入札参加資格要件 

ア 応募者のすべての構成企業は「平成 30 年度廿日市市指名競争入札参加資格」を有する者で、

次の参加資格要件を満たすものとする。 

イ 「設計業務」を行う者の要件 

設計業務を行う企業全体で、次の要件を満たすこと。 

設計業務を行うに当たって、建築士法（昭和 25 年法律第 202号）に基づく技術者が配

置可能であり、一級建築士 3名以上の事務所であること。 

管理技術者又は主任技術者として「設備設計一級建築士」または「建築設備士」の資格

を持つ者を配置できること。 

構成企業のうちの少なくとも 1企業は、平成 20 年度以降に、学校、事務所等の空調設

備に係る設計業務の元請として実績を有していること。  

ウ 「施工業務」を行う者の要件 

施工業務を行う企業全体で、次の要件を満たすこと。 

    建設業法（昭和 24 年法律第 100号）第 3 条第 1 項の規定による「管工事」又は「電気」

に係る特定建設業の許可を受けていること。 

    「管工事」又は「電気」に係る監理技術者の資格を有し、元請の経験（現場代理人、主

任技術者又は監理技術者としての経験に限る。）を有する技術者を１名配置できること。 

    少なくとも 1社については、建設業法第 27 条の 23第 1 項に規定する経営事項審査を受

け、直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「管」の総合評定点が

500点以上あること。 

    少なくとも 1社については、建設業法第 27 条の 23第 1 項に規定する経営事項審査を受

け、直前の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書における「電気」の総合評定点

が 500点以上あること。 

 構成企業のうちの少なくとも 1 企業は、平成 20 年度以降に、学校、事務所等の空調設
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備に係る施工業務の元請として実績を有していること。 

エ 「維持管理業務」を行う者の要件 

維持管理業務を行う企業は、維持管理を行うに当たって、選択した設置機器での運用に

必要となる資格を持つ者を人員も含め適正に配置できること。 

 

4.2.  地域貢献への配慮事項地域貢献への配慮事項地域貢献への配慮事項地域貢献への配慮事項 

構成企業等には、できるだけ市内に本店、支店、又は営業所を有する企業（以下「市内企業」

という。）を加えるように努めるとともに、工事開始から維持管理期間が満了するまでの間、必要

な資機材・飲食物・消耗品等を市内企業から調達するなど、市内企業の育成や地域経済の振興に

配慮しながら、本事業を実施すること。 

 

4.3.  構成企業の制限構成企業の制限構成企業の制限構成企業の制限 

次に該当する者は、応募者の構成企業となることはできない。 

ア 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者。 

イ  廿日市市競争入札資格者指名除外措置要綱（平成 28 年施行）に基づく競争入札参加停止、

競争入札参加資格取消及び排除措置を受けている者、又は措置要綱に規定する措置要件に

該当している者。 

ウ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条第 1 項若しくは第 2 項に基づき更生手続き

開始の申立をしている者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）第 21 条第 1 項若しく

は第 2 項に基づき再生手続き開始の申立をしている者。（ただし、手続き開始の決定を受け

た者で、所定の手続きに基づく再認定等を受けている場合を除く。） 

エ 直近 2 年間の市町村税、消費税及び地方消費税を滞納している者。 

オ 本事業に係るコンサルタント業務に関与した者又はこれらの者と資本面若しくは人事面に

おいて関係がある者。 

※ 本事業のコンサルタント業務に関与した者は、次に掲げるとおりである。 

・株式会社長大  東京都中央区日本橋蛎殻町 1丁目 20番 4 号 

・内藤法律事務所 東京都中央区築地 2丁目 3番 4 号 

カ 市が本事業のために設置した、学識経験者等で構成する事業者選定委員会の委員又はこれ

らの者と資本面若しくは人事面において関係がある者。 
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 落札者の選定落札者の選定落札者の選定落札者の選定 5. 

5.1.  事業者の決定の方法事業者の決定の方法事業者の決定の方法事業者の決定の方法 

本事業の落札者の選定は、総合評価一般競争入札方式（地方自治法施行令第 167 条の 10 の 2）

によるものとし、公平性及び透明性を確保するため事業者選定委員会（以下「委員会」という。）

において審査し選定する。なお、委員会の審査は学識経験者等の意見聴取手続きを兼ねるものと

する。 

 

5.2.  委員会の設置委員会の設置委員会の設置委員会の設置 

学識経験者等で構成する委員会を設置する。 

応募者が、落札者決定までに委員会の委員に対し、事業者選定に関して自己に有利になる目的

のため、接触等の働きかけを行った場合は失格とする。 

 

5.3.  審査の内容審査の内容審査の内容審査の内容 

「落札者決定基準」で設定した審査項目に基づき、事業提案書の提案内容の「基礎審査」を行

った後、「加点審査」による評価と入札価格による「価格点の算出」を行い、両者の得点を足し合

わせた「総合評価点」が最も高い提案をした応募者を優秀提案者として選定する。また、審査の

過程において応募者によるプレゼンテーション、ヒアリング等を実施する。詳細（実施時期、場

所等）については、別途、応募者の代表企業に対して通知を行う。 

 

5.4.  審査項目審査項目審査項目審査項目 

審査項目は、「落札者決定基準」を参照すること。 

 

5.5.  落札者の決定落札者の決定落札者の決定落札者の決定 

市は、委員会による優秀提案者の選定の答申を踏まえ、落札者を決定する。 

 

5.6.  審査結果及び公表審査結果及び公表審査結果及び公表審査結果及び公表 

5.6.1.  落札者の公表落札者の公表落札者の公表落札者の公表 

市は、落札者決定後に全ての代表企業に対して入札結果を書面にて通知するとともに、審査の

結果は市のホームページに掲載し、公表する。 

 

5.6.2.  落札の無効落札の無効落札の無効落札の無効 

ア 提出書類に虚偽の記載をした者が落札した場合には、その落札は無効とする。 

イ 入札日から落札者決定までに応募者の代表企業が指名停止等を受けた場合はその落札は無

効とする。ただし、代表企業以外の構成企業が指名停止等を受けた場合、応募者は構成企

業の変更について、市と協議を行うことができるものとする。協議の結果、入札参加資格

を有すると市が確認した場合、応募者は代表企業以外の構成企業を変更することができる。 

 

5.6.3.  審査講評の公表審査講評の公表審査講評の公表審査講評の公表 

市は、落札者決定後に、審査の経緯及び審査結果を記載した審査講評を市のホームページに掲

載し、公表する。 
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5.6.4.  落札者を決定しない場合の措置落札者を決定しない場合の措置落札者を決定しない場合の措置落札者を決定しない場合の措置 

本入札において、落札者を決定しないこととなった場合は、その旨を速やかに市のホームペー

ジに掲載し、公表する。 
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 契約及び支払に関する事項契約及び支払に関する事項契約及び支払に関する事項契約及び支払に関する事項 6. 

6.1.  契約に関する基本的な考え方契約に関する基本的な考え方契約に関する基本的な考え方契約に関する基本的な考え方 

6.1.1.  契約手続き契約手続き契約手続き契約手続き 

ア 落札者と市は、事業契約書（案）の内容について協議を行い、協議内容について協定書を

締結する。また、平成 31 年 2 月中旬までに合意を得て仮契約を締結する。 

イ 仮契約は、廿日市市定例市議会の承認を得られた場合、本契約となる。 

 

6.1.2.  契約の概要契約の概要契約の概要契約の概要 

事業契約は、事業契約書（案）及び提案内容に基づき締結するものであり、事業者が遂行すべ

き設計業務、施工業務、維持管理業務に関する業務内容や金額、支払方法等を記載するものであ

る。 

 

6.1.3.  事業契約書作成費用事業契約書作成費用事業契約書作成費用事業契約書作成費用 

事業契約書の検討に係る落札者側の弁護士費用、印紙代など、事業契約書の作成に要する費用

は、落札者の負担とする。 

 

6.1.4.  落札者の契約上の地位落札者の契約上の地位落札者の契約上の地位落札者の契約上の地位 

市の事前の承諾がある場合を除き、落札者は契約上の地位及び権利義務を譲渡、担保提供その

他の方法により処分してはならない。 

 

6.1.5.  その他その他その他その他 

ア 落札者が仮契約締結までに、「4.3.構成企業の制限」に該当した場合は、仮契約を締結しな

いことがある。 

イ 落札者が本契約締結までに、「4.3.構成企業の制限」に該当した場合は、仮契約を解除し本

契約を締結しないことがある。 

ウ 市は落札者の責めに帰すべき事由により本契約を締結できない場合は、違約金として落札

金額に相当する金額に消費税及び地方消費税の額を加えた額の 100分の 5 に相当する金額

を請求することがある。 

エ 事業契約を締結した落札者が、契約の履行に当たり下請負人（一次下請以降の全ての下請

負人を含む。以下この項目において同じ。）を使用する場合は、下請負人の決定後直ちに、

廿日市市長にその商号又は名称その他必要な事項を通知しなければならない。 
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 事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項事業者の責任の明確化等事業の適正かつ確実な実施の確保に関する事項 7. 

7.1.  リスク分担の基本的な考え方リスク分担の基本的な考え方リスク分担の基本的な考え方リスク分担の基本的な考え方 

本事業においては、最も適切かつ低廉に各リスクを管理することのできる主体が当該リスクを

負担することにより、事業全体のリスクを低減し、事業全体の効率化及びより低廉で質の高い公

共サービスを提供することを基本とする。従って、事業者の担当する業務に係るリスクについて

は、基本的には事業者が負うものとする。ただし、市が責任を負うべき合理的な理由がある事項

については、市が責任を負うものとする。 

 

7.2.  予想されるリスクと責任分担予想されるリスクと責任分担予想されるリスクと責任分担予想されるリスクと責任分担 

市と事業者の責任分担は、事業契約書（案）及び入札説明書等を踏まえた事業者による事業者

提案書類によることとし、応募者は負担すべきリスクを想定したうえで、提案を行うこと。 
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 事業実施に関する事業実施に関する事業実施に関する事業実施に関する事項事項事項事項 8. 

8.1.  市による本事業の実施状況の確認市による本事業の実施状況の確認市による本事業の実施状況の確認市による本事業の実施状況の確認 

市は、事業の実施状況について、監視、測定及び評価等のモニタリングを実施する。モニタリ

ングに要する費用のうち、事業者が行う作業等に必要な費用は、事業者の負担とし、その他、市

が行う作業等に必要な費用は、市の負担とする。なお、入札説明書等、事業提案書等に基づいて

事業契約書に定められた性能等が維持されていないことが判明した場合、改善勧告や協議の上サ

ービスの改善措置を行う。 

なお、モニタリングに関する詳細については、「事業契約書（案）」を参照すること。 

 

8.2.  事業期間中の選定事業者と市の関わり事業期間中の選定事業者と市の関わり事業期間中の選定事業者と市の関わり事業期間中の選定事業者と市の関わり 

ア 本事業は、事業者の責において遂行し、市は前項のとおり、事業実施状況について確認を

行うものとする。 

イ 市は、原則として代表企業に対して連絡等を行うが、必要に応じて業務担当企業と直接、

連絡調整を行う場合がある。 
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 その他その他その他その他 9. 

9.1.  事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合の措置に関する事項 

事業計画又は契約の解釈について疑義が生じた場合、市と事業者は、誠意をもって協議するも

のとし、協議が整わない場合は、事業契約書に規定する具体的措置に従う。また、事業契約に関

する紛争については、広島地方裁判所を第一審の専属管轄裁判所とする。 

 

9.2.  その他事業の実施に関し必要な事項その他事業の実施に関し必要な事項その他事業の実施に関し必要な事項その他事業の実施に関し必要な事項 

9.2.1.  議会の議決議会の議決議会の議決議会の議決 

事業契約の締結に関する議案は、平成 31 年 3 月廿日市市定例市議会に上程し、承認を得る予定

である。 

 

9.2.2.  情報提供情報提供情報提供情報提供 

本事業に関する情報提供は、適宜、市のホームページに掲載し、公表する。 

 

廿日市市教育委員会 

 廿日市市（教育総務課）ホームページ：https:// www.city.hatsukaichi.hiroshima.jp/ 

 

9.2.3.  問合せ先問合せ先問合せ先問合せ先 

入札説明書等に関する問合せ先は、次のとおりとする。 

 

廿日市市教育部教育総務課 

住 所 ： 〒738-8501 廿日市市下平良一丁目 11番 1号 廿日市市役所 4階 

担 当 ： 石田、中田 

電 話 ： 0829-30-9200（直通） 

F A X ： 0829-32-5163 

E-mail ： kyoikusomu@city.hatsukaichi.lg.jp 
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別紙１ 

 

本事業の対象校一覧本事業の対象校一覧本事業の対象校一覧本事業の対象校一覧 

区 分 学 校 名 住   所 

小
学

校
 

廿日市小学校 廿日市市本町２番１３号 

平良小学校 ※１ 廿日市市陽光台一丁目４番地１ 

原小学校 廿日市市原４３３番地 

宮内小学校 廿日市市宮内１５１８番地 

地御前小学校 廿日市市地御前四丁目３番１号 

佐方小学校 廿日市市佐方１０番１号 

阿品台東小学校 廿日市市阿品台東２番１号 

阿品台西小学校 廿日市市阿品台西１番１号 

金剛寺小学校 廿日市市地御前二丁目２２番１号 

宮園小学校 廿日市市宮園一丁目１番地２ 

四季が丘小学校 廿日市市四季が丘八丁目１番地１ 

大野東小学校 廿日市市大野７２０番地 

友和小学校 廿日市市友田１９番地 

津田小学校 廿日市市津田２７４０番地 

中
学

校
 

廿日市中学校 ※２ 廿日市市桜尾三丁目９番１号 

七尾中学校 廿日市市平良二丁目２番３４号 

阿品台中学校 ※３ 廿日市市阿品台東１番１号 

野坂中学校 廿日市市地御前北一丁目３番１号 

四季が丘中学校 廿日市市四季が丘二丁目１番地１ 

大野東中学校 廿日市市大野４１４番地 

佐伯中学校 廿日市市津田６９番地１ 

小
中

一
貫

校
 

大野学園 廿日市市大野原四丁目２番６０号 

吉和学園 廿日市市吉和１５５５番地１ 

宮島学園 廿日市市宮島町７７９番地 

 

留意事項 

※１ 

平良小学校については、普通教室がオープン形態であるため、その設計主旨を尊重し普通教室の空調空間と廊下

とを区分できるような設置を検討し、イニシャルコスト及びランニングコストの縮減が図られる計画とする。 

※２ 

廿日市中学校については、将来分の受電容量として普通教室３室分を見込んだ計画とする。 

※３ 

阿品台中学校については、本事業期間内において管理特別教室棟（平成３１年度）及び普通教室棟(平成３２年度)

の大規模改修工事を計画しているため、大規模改修工事との工程調整を考慮した事業計画とする。 

また、大規模改修工事中に別棟の余裕教室を管理諸室又は普通教室として利用する計画であるため、平成３１年
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６月から平成３２年１０月までの期間中、仮移転する室への空調設備整備（仮設置及び移設など）を考慮した事業

計画とする。 
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別紙２ 

現地見学会の実施及び留意点現地見学会の実施及び留意点現地見学会の実施及び留意点現地見学会の実施及び留意点 

 

 実施概要実施概要実施概要実施概要 1. 

1.1.  現地見学現地見学現地見学現地見学会会会会対象校対象校対象校対象校 

廿日市市立小中学校 27 校 

1.2.  実施時期等実施時期等実施時期等実施時期等 

ア 期 間：平成 30 年 10 月 24 日（水）～ 平成 30 年 10 月 31 日（水） 

イ 見学方法： 

・ 見学会の当日は、指定された対象校に集合し、見学を開始する。 

・ 指定日及び指定時間以外の見学は不可とする。 

・ 指定日及び指定時間内であれば、対象室内、校舎周り、敷地周り、受変電設備の状況等

を見学することができるものとする。 

ウ 見学日及び時間： 

・ 現地見学会参加申込書を参照すること。 

 

 現地見学会の申込み等現地見学会の申込み等現地見学会の申込み等現地見学会の申込み等 2. 

2.1.  申込申込申込申込期間、場所及び方法期間、場所及び方法期間、場所及び方法期間、場所及び方法 

申込期間：平成 30 年 10 月 19 日（金）～平成 30 年 10 月 23 日（火）15 時まで 

申込場所：「9.2.3.問合せ先」を参照すること。 

申込方法： 

ア 現地見学会の参加は、現時点で応募を予定しているグループ単位での申込みとする。 

イ 「現地見学会参加申込書（様式 1-1）」を市ホームページからダウンロードし、必要事項を

記入のうえ、電子メール（ファイル添付）にて提出すること。なお、電子メールの件名は

「現地見学会参加申込書」と記載すること。また、送付後、申込先へ電話にて受信の確認

を行うこと。 

2.2.  留意事項留意事項留意事項留意事項 

ア 人数はそれぞれの学校ごとに各グループ 5 名までとする。 

イ 受付場所は対象校の正門とする。 

ウ 見学日時は厳守すること。 

エ 見学時間は各学校 1 時間程度とする。 

オ 学校敷地内は全面禁煙。 

カ 駐車場は用意する。（市と調整すること） 

キ 見学に必要な書類、上履き等については、各自持参すること。 

ク 見学中は学校教育活動等に支障をきたさないよう留意し、教育総務課・学校職員の指示に

したがうこと。 

ケ 学校施設の撮影は可とするが、個人が特定されるような撮影は不可とする。また、撮影し

た写真は本事業以外に使用しないこと。 

コ 現地見学会における教育総務課・学校職員の説明は、学校内の施設、設備、敷地等の案内

に関する事項のみとする。また、当該教育総務課・学校職員の発言は、本事業における個
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別の事業条件を規定したり、許可したりするものではない。 
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別紙３ 

参考書類の貸与参考書類の貸与参考書類の貸与参考書類の貸与 

 

 貸与書類貸与書類貸与書類貸与書類 1. 

以下の参考書類を希望者に直接貸与する。ただし、書類の内容と現状との整合については、市

が保証するものではない。 

なお、下記の書類はすべて DVD-R によるデータ提供とする。 

ア 空調設備整備教室配置図 

イ 自家用電気工作物年次点検報告書（平成 29 年度） 

ウ 公共料金集計表（平成 29 年度、平成 30 年度） 

エ 既設受電設備図 

オ 既設空調設備図 

カ 平面図、立面図、矩計図 

キ （参考）設計図書 

ク 阿品台中学校大規模改修工事スケジュール（案） 

 

上記のエからキについては、整備対象となる棟全ての図書及びＣＡＤデータが存在するもので 

はない。 

 

 申込方法等申込方法等申込方法等申込方法等 2. 

2.1.  申込期間、場所及び方法申込期間、場所及び方法申込期間、場所及び方法申込期間、場所及び方法 

申込期間：平成 30 年 10 月 19 日（金）～平成 30 年 10 月 26 日（金）15 時まで 

（土、日は除く） 

申込場所：「9.2.3.問合せ先」を参照すること。（貸与場所及び返却場所も同様とする。） 

申込方法：「参考書類貸与申込書（様式 1-2）」に必要事項を記入のうえ、申込場所に提出する

こと。参考書類は申込時に DVD-R により直接貸与する。 

 

2.2.  留意事項留意事項留意事項留意事項 

貸与する参考書類は、一般公表することを前提としていない情報であるため、関係者以外配布

禁止とし、取扱いに注意すること。また、応募者は、貸与された参考書類を本事業に係る業務以

外で使用しないこととし、不要になった場合には、速やかに返却すること。返却の方法について

は別途、指示する。 


